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１ 　 大分県企業局と は

（ １ ） 大分県企業局

　 　 大分県企業局は、 大分県が経営する 地方公営企業である 。 地方公営企業が行う 事業には、 水

道事業、 交通事業、 病院事業、 下水道事業など がある が、 大分県企業局では、 本県の豊かな水

を 活かし て、 電気事業と 工業用水道事業を実施し ている 。

（ ２ ） 地方公営企業の基本原則

　 　 地方公営企業は、県の一般行政と 比べて、その経費が、それを 利用する 人の支払う 料金によ っ

てま かなわれている と こ ろに大き な特徴がある 。

　 　 地方公営企業法第３ 条には「 経営の基本原則」 と し て、「 地方公営企業は、 常に企業の経済

性を 発揮する と と も に、 その本来の目的である 公共の福祉を 増進する よ う 運営さ れなければな

ら ない。」 と 規定さ れている 。

　 　 大分県企業局においても 、 経営の健全性を 保ちながら 公共の福祉の増進に努めている 。

事業名

電　 気　 事　 業

工業用水道事業

事　 　 業　 　 内　 　 容

地域開発の一環として発電所を建設し 、その発生電力を企業等に供給

する。

大分新産業都市区域内の企業に工業用水を供給する。

＊「 大分県公営企業の設置等に関する条例」から引用



─  2  ─

など

令和

など

とする。

など

など

など



─  3  ─

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の実現に向けて

令和5年度の供給電力量　 約1億9,541万kW h

多目的ダムの管理等（ 良好な河川環境の維持に寄与）

少子高齢化・ 人口減少の進行と 大分県版地方
創生の推進

デジタ ルト ラ ン ス フ ォ ーメ ーショ ンを含む
先端技術を 活用し た取組の推進
感染症リ ス ク の顕在化

頻発する 自然災害への対策

企業局の認知度向上

職員の能力開発、 技術力向上と 人材確保

先端技術の活用によ る 業務の効率化・ 高度化

新規顧客への対応顧客本位の取組

新規事業を含む事業展開に向けた研究

その他、 施設の適切な修繕・ 改良工事等の実施

自然災害対策の計画的な実施自然災害対策の計画的な実施

その他、 施設の適切な修繕・ 改良
工事等の実施

感染症リ ス ク への対応

効果的な広報の実施

働き 方改革の推進

一般会計への繰り 出し によ り 県政へ貢献

１　持続可能なＳＤＧｓについて　２　企業局の取組との関連

─  3  ─



企業局の施設位置図
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